
　イギリス国立経済研究所 （NIESR）
　　エイドリアン・バブスト教授の論説
最低賃金の導入時（１９９９年）に論争になった
大量失業の発生や企業の競争力の喪失は杞憂に
終わり、むしろ経済成長をもたらした。
　企業には負担増だが、高い生産性と利益の向上
に繋がる成長と賃金の好循環を生む。これは、
政府の重要な仕事。（報道 １９３０から）

        最低賃金  時給
1999年 2024年
法定最賃 １２.４１ユーロ

制度なし 約1680円
３.６ポンド 11.44ポンド

７１０円 ２２６０円

日本 654円 1055円
OECD・就業者 　年間総労働時間　◆
厚労省 1999年 2023年
ドイツ １５００時間 １３０１時間
イギリス １５８０時間 １５０８時間
日本 ２２００時間 １６３６時間

　　失業率
1999年 2024年

ドイツ 10.2% ※６％
イギリス 6.2% ※4.3%
日本 4.7% ※2.7%
※２０２４年７月

◆国別にデータ源の違いあり精緻ではない。
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日
本
は
ド
イ
ツ
よ
り
３
０
０
時
間
超
の
長
時
間
労
働

最
低
賃
金
は

４
割
程
度
低
い

家族にも影響 ワーク・ライフ・バランス
賃上げと労働時間の短縮で
だれもが安心して働ける沖電気の職場を

長
時
間
労
働
の
実
態

図
１
，
表
２
が
示
す
よ
う
に

日
本
の
労
働
時
間
は
ど
の
調
査

に
お
い
て
も
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済

協
力
開
発
機
構
）
と
比
較
し
て

長
時
間
労
働
と
な
っ
て
い
ま
す
。

長
時
間
労
働
に
な
る
理
由

①
所
定
労
働
時
間
が
長
い

日
本
は
週
40
時
間
。
ド
イ
ツ
は

協
約
に
よ
っ
て
週
35
時
間
労
働

②
残
業
や
休
日
出
勤
な
ど
所

定
外
労
働
が
長
い

日
本
の

罰
則
付
き
上
限
は
２
〜
６
カ
月

平
均
で
月
80
時
間
（
過
労
死
ラ

イ
ン
）
な
ど
。
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
は

「
労
働
時
間
指
令
」
に
よ
っ
て

★
時
間
外
労
働
を
含
め
４
カ
月

通
算
で
週
48
時
間
を
超
え
な
い

こ
と
★
１
日
の
拘
束
時
間
上
限

は
13
時
間
＝
11
時
間
休
息

③
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
日

数
が
少
な
い
。

取
得
日
数
＝
沖
電
気
15
・
５
日

ド
イ
ツ
は
ほ
ぼ
30
日
の
取
得
。

長
時
間
労
働
の
害

過
労
死
・
過
労
自
殺

厚
労
省
「
過
労
死
等
労
災
補

償
状
況
」
に
よ
る
と
２
０
２
３

年
で
は
、
精
神
障
害
の
申
請
は

３
５
７
５
件
で
認
定
８
８
３
件
。

「
過
労
自
殺
」
は
２
１
２
件
の

請
求
件
数
に
対
し
て
79
件
し
か

認
定
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
申
請

に
必
要
な
デ
ー
タ
は
会
社
が
抑

え
て
お
り
被
災
者
遺
族
が
申
請

を
躊
躇
す
る
実
態
が
あ
り
、
氷

山
の
一
角
に
過
ぎ
な
い
数
字
と

言
え
ま
す
。
総
務
省
の
生
活
時

間
調
査
の
結
果
で
も
長
時
間
労

働
が
睡
眠
・
自
由
時
間
な
ど
に

深
刻
な
犠
牲
を
強
い
て
い
ま
す
。

家
事
の
共
同
責
任
を

果
た
せ
な
い
長
時
間
労
働

男
性
労
働
者
の
長
時
間
労
働

は
少
子
化
問
題
に
も
な
っ
て
い

ま
す
。
子
ど
も
を
育
て
ら
れ
る

よ
う
な
賃
金
の
引
上
げ
や
公
的

保
育
等
の
社
会
環
境
の
整
備
と

と
も
に
、
特
に
男
性
の
時
短
に

よ
り
、
家
事
の
共
同
責
任
を
全

う
で
き
る
環
境
が
必
要
で
す
。

新
た
な
規
制
緩
和許

さ
な
い

18
年
の
「
働
き
方
改
革
」
関

連
法
で
労
働
規
制
そ
の
も
の
を

適
用
除
外
と
す
る
「
高
度
プ
ロ

フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
」
を
成

立
さ
せ
ま
し
た
。
労
働
組
合
や

「
過
労
死
を
考
え
る
家
族
の
会
」

な
ど
の
反
対
運
動
で
、
適
用
労

働
者
数
を
全
国
で
１
３
４
０
人

程
度
に
留
め
て
い
ま
す
。

労
使
合
意
が
あ
れ
ば
法
律
を

逸
脱
で
き
る
デ
ロ
ゲ
ー
シ
ョ
ン

（
規
制
外
し
）
な
ど
の
動
向
に

も
警
戒
が
必
要
で
す
。

最
低
賃
金
制
度
の
導
入
が

経
済
成
長
を
も
た
ら
し
た

労働時間規制の目的

◎労働者の健康保護

◎家族的・社会的・文化的生活の保障

憲法２５条「健康で文化的な生活」や

労基法１条「人たるに値する生活」

◎雇用の創出

労働の分かち合い（ワークシェアリング）

図１

表２↑

（
イ
ギ
リ
ス
）

「会」は沖電気とその関連などで働く人々が

「安心して人間らしく働ける職場」を願って創ら

れました。正規・非正規を問わず誰でも入会で

きます。略称はＯＡＫ。

《設立１９８６年》

労働相談は無料です。ホームページの「相

談窓口」で常時受け付けています。「沖電気の

職場を明るくする会」で検索してください。

日
本
経
済
の
没
落

個
人
消
費
の
停
滞

（
労
働
運
動
の
役
割
）

労
働
組
合
が
毎
年
春
に
企
業
に
対

し
て
賃
上
げ
や
労
働
条
件
の
改
善
な

ど
を
要
求
す
る
運
動
で
１
９
５
５
年

か
ら
始
ま
り
「
春
闘
」
と
呼
称
さ
れ

て
い
る
▼
残
念
な
が
ら
労
働
組
合
の

組
織
率
が
２
０
２
３
年
で
16
・
３
％
。

１
９
４
８
年
の
55･

8
％
を
ピ
ー
ク

に
激
減
し
た
こ
と
も
あ
り
要
求
実
現

も
停
滞
。
比
例
し
て
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
５
割

強
を
占
め
る
個
人
消
費
の
停
滞
で
経

済
の
規
模
と
勢
い
を
示
す
実
質
国
民

総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
先
進
国
の
中

で
唯
一
日
本
だ
け
が
１
９
９
０
年
代

以
降
停
滞
。
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
も
25
年

に
は
イ
ン
ド
に
抜
か
れ
５
位
に
転
落

す
る
と
予
想
さ
れ
日
本
経
済
の
没
落

が
顕
著
▼
賃
金
抑
制
に
よ
る
消
費
停

滞
は
雇
用
不
安
、
低
賃
金
、
国
民
負

担
（
税
、
社
会
保
険
料
）
、
将
来
不

安
（
雇
用
、
年
金
、
医
療
な
ど
）
、

高
物
価
な
ど
の
因
子
と
な
り
、
国
民

生
活
を
劣
化
さ
せ
て
き
た
▼
政
府
・

経
営
側
の
「
成
長
と
分
配
の
好
循
環
」

「
生
産
性
基
準
原
理
」
「
ト
リ
ク
ル

ダ
ウ
ン
」
な
ど
の
施
策
が
賃
金
抑
制
・

経
済
停
滞
の
30
年
に
。
例
え
ば
日
本

は
１
９
９
９
年
〜
23
年
の
労
働
生
産

性
は
15･

４
％
伸
び
た
が
実
質
賃
金

は
マ
イ
ナ
ス
２
％
。
故
に
原
理
は
破

綻
▼
24
年
春
闘
は
大
企
業
を
中
心
に

５
％
程
度
の
賃
上
げ
で
し
た
が
、
実

質
賃
金
は
６
月
、
７
月
を
除
け
ば
物

価
高
騰
に
追
い
つ
か
ず
、
マ
イ
ナ
ス

の
ま
ま
。
経
営
側
の
指
針
と
な
る
経

団
連
の
「
経
営
労
働
政
策
特
別
委
員

会
報
告
」
は
25
春
闘
の
柱
に
働
く
人

の
７
割
を
雇
用
す
る
中
小
企
業
と
４

割
に
達
す
る
非
正
規
社
員
の
賃
上
げ

を
呼
び
か
け
て
い
る
。
国
民
生
活
に

直
結
す
る
「
春
闘
」
だ
（
Ｋ
．
Ｍ
）

表１

福
寿
草

２０２３年 OECDデータベース、

日本は毎月勤労統計調査



実質年金 名目年金 前年物価
改定率　％ 改定率　％変動率％

                   2013年 -1.0 -1.0 0.0
                   2014年 -1.1 -0.7 0.4
                   2015年 -1.8 0.9 2.7
                   2016年 -0.8 0.0 0.8
                   2017年 0.0 -0.1 -0.1
                   2018年 -0.5 0.0 0.5
                   2019年 -0.9 0.1 1.0
                   2020年 -0.3 0.2 0.5
                   2021年 -0.1 -0.1 0.0
                   2022年 -0.2 -0.4 -0.2
                   2023年 -0.6 1.9 2.5
                   2024年 -0.5 2.7 3.2
                合計 -7.8 3.5 11.3

　指標及び目標　（対象：沖電気単体国内）
■働きやすく、働きがいをもって働けるか
アンケート：とてもそう思う＋どちらかと言えばそう思うの合計

２０２１年 ２０２２年 ２０２３年 ２５年　目標
64% 62% 61% 70%

■女性管理職比率　（従業員３０１人以上公表義務）
参考：２２年の日本の女性管理職比率は１２．７％
２０２１年 ２０２２年 ２０２３年 ２６年４月目標

3.6% 3.9% 5.1% ５％以上
　２２年の単体従業員に占める女性比率は１４％
男性育児休職取得率　（男性は法※による）
参考：２２年日本の女性取得率８０.２％、男性１７.１％
２０２１年 ２０２２年 ２０２３年 ２６年４月目標

52.9% 81.7% 78.6% ５０%以上
※次世代育成支援対策推進法の定めによる計算

工
場
解
体

ア
ス
ベ
ス
ト
調
査
は

【
埼
玉
・
本
庄
】

前
号
で
３
・
４
期
工
場

の
解
体
準
備
が
始
ま
っ
て

い
る
こ
と
を
お
伝
え
し
ま

し
た
。
２
０
２
３
年
10
月

か
ら
建
物
の
改
修
・
解
体

作
業
に
つ
い
て
事
前
調
査

が
義
務
化
さ
れ
、
ア
ス
ベ

ス
ト
調
査
が
必
要
と
な
り

ま
し
た
。

３
期
工
場
は
操
業
開
始

が
１
９
６
５
年
、
４
期
工

場
は
１
９
７
５
年
。
日
本

は
１
９
６
０
年
代
以
降
、

高
度
成
長
期
に
入
り
値
段

が
安
く
多
様
な
機
能
を
有

し
て
い
る
こ
と
か
ら
多
く

の
建
築
物
に
ア
ス
ベ
ス
ト

が
使
わ
れ
ま
し
た
。

「
肺
ま
で
入
り
込
ん
だ

ア
ス
ベ
ス
ト
は
、
体
内
で

分
解
・
除
去
す
る
こ
と
が

で
き
ず
、
そ
れ
が
石
綿
肺

や
中
皮
腫
、
肺
が
ん
と
い
っ

た
疾
患
の
原
因
」
に
な
る

と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

日
本
で
は
２
０
１
２
年
に

は
完
全
に
禁
止
さ
れ
ま
し

た
。
工
場
解
体
に
当
た
っ

て
は
万
全
な
管
理
体
制
で

臨
ん
で
ほ
し
い
と
思
い
ま

す
。

年
休
取
得
促
進
日
に
よ
る

年
休
取
得
率
向
上

【
埼
玉
・
蕨
地
区
】

四
半
期
ご
と
に
一
日
ず

つ
年
４
日
、
年
休
取
得
促

進
日
が
設
定
さ
れ
て
お
り
、

そ
の
活
用
を
促
す
動
き
が

年
々
高
ま
り
、
少
な
く
と

も
知
っ
て
い
る
範
囲
内
で

は
、
確
実
に
年
休
取
得
日

数
が
増
え
て
お
り
、
確
実

に
効
果
が
現
れ
て
い
る
よ

う
に
見
え
ま
す
。
１
０
年

ほ
ど
前
と
比
べ
た
ら
、
休

み
を
取
り
づ
ら
い
雰
囲
気

も
減
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ

で
も
年
度
ご
と
の
年
休
切

り
捨
て
が
１
０
日
近
く
あ

る
こ
と
も
多
く
、
少
し
で

も
切
り
捨
て
を
減
ら
せ
る

よ
う
に
心
が
け
て
い
き
た

い
と
こ
ろ
で
す
。

喫
煙
所
の
改
善
を

【
群
馬
・
富
岡
】

テ
ニ
ス
コ
ー
ト
横
に
喫

煙
所
が
移
動
し
て
か
ら
数

年
経
ち
ま
す
。
灰
皿
の
み

置
か
れ
た
喫
煙
所
と
な
り
、

外
か
ら
は
丸
見
え
、
風
雨

に
さ
ら
さ
れ
た
状
態
は
移

動
し
た
時
の
ま
ま
で
す
。

「
時
々
見
か
け
る
け
ど
、

見
学
者
が
来
た
り
し
た
ら
、

余
り
い
い
印
象
に
映
ら
な

い
よ
ね
」
と
い
う
声
は
移

動
し
た
時
か
ら
あ
り
ま
し

た
。
煙
草
は
吸
わ
な
い
に

こ
し
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
「
せ
め
て
屋
根
と

目
隠
し
に
な
る
壁
ぐ
ら
い

設
置
し
な
い
と
」
と
い
う

声
も
聞
か
れ
ま
す
。

働
き
方
に
つ
い
て
考
え
る

【
電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
】

ド
イ
ツ
で
は
、
日
本
よ

り
労
働
時
間
が
約
３
０
０

時
間
短
い
。
し
か
も
、
日

本
で
言
う
非
正
規
雇
用
は

存
在
せ
ず
全
て
、
正
規
雇

用
で
す
。
た
だ
、
労
働
時

間
が
短
い
だ
け
で
処
遇
の

差
は
有
り
ま
せ
ん
。
給
与

制
度
も
同
じ
給
与
表
に
基

づ
い
て
労
働
時
間
の
割
合

で
賃
金
が
支
払
わ
れ
て
い

ま
す
。

日
本
で
は
、
正
規
と
非

正
規
で
は
、
す
べ
て
の
面

で
格
差
が
あ
り
ま
す
。

私
た
ち
も
、
皆
さ
ん
と

共
に
一
刻
も
早
く
改
善
す

る
よ
う
運
動
を
進
め
て
い

き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

今
、
職
場
で
の
問
題
で

悩
ん
で
い
る
こ
と
が
あ
れ

ば
、
連
絡
を
下
さ
い
。

（
０
３
・
６
４
２
１
・
５
３
２
３
）

★ ２５春闘 賃上げと一体に、労働時間の短縮を ★
２０２５年 ２月 第４３９号

沖電気は人材を最も重要な経営資源と位置

づけ、多様な人材が最大能力を発揮できる環

境の整備と社員の成長支援のために指標及び

目標を掲げて取り組みをしている。

(沖電気の有価証券報告書から）

厚生労働省の発表）によると

２３年度の実質賃金は前年比２.

５％の減。平均所得は３.９％

減で物価高騰に追い付かない実

態が顕著。同省の国民生活基礎

調査では「生活が苦しい」

が５９.６％。特に子どもが
いる世帯は６５％となっている。

コストカットで企業利益・

資本は増加。剰余金の貯め

こみ（内部留保）と株主配

当重視に傾斜した経営で、

賃金上がらず「働きがい」

２０１３年～２０２４年
年金は実質７.８%減

日本人８６万人減
総人口１億２１５６万人

１５年連続前年を下回る

外国人３２万増加
３３２万人

日本人と外国人を合わせ

た総人口は前年比０.４２

%減の１億２４８８万５１

７５人。

（総務省公表・

２４年１月１日現在）

《

沖
電
気
を
考
え
る
》
第
２
０
０
回

人
材
戦
略

人
材
の
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消費税などの増税分は福祉に回されず。
老齢年金では２４年６月振込分から２.７％増
に改定されたが、物価変動分の３.２％を差引くと実

質０.５％のマイナスとなる。(下図・表）


